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（開示事項の経過）株式会社ジィ・シィ企画との資本業務提携の深化及び 

持分法適用会社化に関するお知らせ 

 

当社は 2024 年２月 27 日付「株式会社ジィ･シィ企画との資本業務提携契約の締結に関するお知らせ」にお

いて、株式会社ジィ･シィ企画（証券コード：4073、本社：千葉県佐倉市、代表取締役社長：高木 洋介、以下

「ジィ･シィ企画」）と資本業務提携契約を締結した旨を開示しておりましたが、本日、業務提携の内容をさら

に深化させることで合意（以下「本資本業務提携深化」といいます。）致しましたので、下記のとおりお知らせ

いたします。 

尚、2025 年３月 14 日予定でジィ･シィ企画の株式を 136,000 株追加取得し（5.43％（注２））議決権比率が

20.29％（注２）となる見込みから、当社持分法適用会社とする予定であることを併せてお知らせ致します。 

 

記 

 

１． 本資本業務提携深化の目的 

当社は、クラウド型電子マネーサービスを国内で初めて商用化して以来、クレジットカード、コード決

済などあらゆるキャッシュレス決済に対応し、国内でも有数の規模を誇る決済ゲートウェイとして成長し

て参りました。 

参入障壁の高い事業領域である電子マネーを中心にシェアを獲得してきましたが、今後もキャッシュレ

ス事業領域での更なる成長を追求するため、拡大するキャッシュレス決済市場の中でも、最も決済額の大

きいクレジットカード領域での事業拡大を目指し、2024年２月 27日に、クレジットゲートウェイサービ

スを提供するジィ･シィ企画と資本業務提携を締結し、決済領域において当社のサービス・機能と組み合

わせ、顧客への提案力強化を図るとともに、開発リソースの融通等、効率化を検討して参りました。 

創業 30年目となるジィ･シィ企画は、当社創業以来の開発パートナー(注１)であり、当社と同様に、国内

で事業展開する複数のクレジットゲートウェイサービス事業者の中でも、大規模流通事業者向けにサービ

ス提供を行う数少ない事業者です。また、サービスプロバイダーとしてだけでなく、決済端末からシステ

ム開発までワンストップで手掛ける点においても当社と類似性が高く、協業の検討をする中で、高いシナ

ジーを発揮できる関係であるとの確信に至りました。 

 今般の本資本業務提携深化により、今後更に、両社の技術やノウハウを活かし、金融やマーケティング

事業領域で新たなサービス開発を行うなど、イノベーションを加速することで、より便利で安全な消費環

境の創出を目指してまいります。 

（注１）：直接の取引ではなく、当社が開発を委託した取引先の協力会社として当社システムの開発に関

与頂いております。 

 

２． 本資本業務提携深化の内容 

当社は、2024年２月 27日付でジィ･シィ企画との間で資本業務提携契約を締結し、2024年 12月 31日

現在、ジィ･シィ企画株式を 372,000株（議決権所有比率 14.86%（注２））保有しております。 



今回、当社は、資本業務提携深化の一環として、ジィ･シィ企画の複数の株主から、2025年３月 14日（予

定）に普通株式合計 136,000株を市場外での相対取引により取得することといたしました。 

 

３． 株式譲受前後の所有株式の状況 

 （１）第１譲渡 

取得前の取得株式数 ０株（議決権比率：０％）（注２） 

取 得 株 式 数 372,000株 

取 得 価 額 200百万円 

取得後の取得株式数 372,000株（議決権比率：14.86％）（注２） 

 

（２）第２譲渡 

取得前の取得株式数 372,000株（議決権比率：14.86％）（注２） 

取 得 株 式 数 136,000株 

取 得 価 額 69百万円 

取得後の取得株式数 508,000株（議決権比率：20.29％）（注２） 

 

（注２）2024年 12月 31日時点の完全議決権株式 2,504,100株に対する議決権比率（小数点以下第三位を四捨

五入） 

 

４． 日程 

（１）第１譲渡の資本業務提携契約締結日 2024年２月 27日 

（２）株式取得日（第１譲渡） 2024年２月 29日 

（３）第２譲渡の資本業務提携契約締結日 2025年３月 10日 

（４）株式取得日（第２譲渡） 2025年３月 14日（予定） 

 

５． 今後の見通し 

当社は、本資本業務提携深化が、当社の中長期的な事業の発展及び企業価値に資するものと判断しており

ます。また現時点における当社 2025 年３月期連結業績への影響額は軽微であると考えており今後、公表

すべき事項が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 

 


